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《論説》
再生産表式と「有効需要」論
一L．R．　Kleinの“marxian　model”について一
高 才 識
?
　我が国では『ケインズ革命』，『計量経済学』の著者として一般に知られ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ているケムブリッジ学派の俊秀L．R．　Kleinは1947年に彼自身の“marxian
model”　というものを作成した。その後にいくつか発表されたクラ・fンの
　　（2）
・econometric　modelは基本的にはこのmarxian　modelに依拠するものであ
り，．それらのmodelの構造は全く同一一一・といっていい位である。その意味では
クラインのmarxian　mode1は彼のKeynes　modelからeconometric　mode1
への発展の媒介的契機をなすものといえよう。それはクラインのeconomet．
．ric　modelの形成過程と同時に，　econometric　modelに内在する基本的な問
題点の所在をも呈示しているということが出来る。クラインの　model　bui1－
dingそのものは，1930年代後半以降のアメリカ経済の長期停滞の構造的解明
を目的とするものであり，同時に第1次大戦後の諸条件の変化にもかかわら
ず，人口，資源，技術という長期的経済発展の基本的要因でもって，即ち，
与件的外生的条件でもって大戦後のアメリカの経済成熟を説明しようとする
ハンセン理論への批判を意図したものでもある。だが，我々にとって興味あ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
（1）　Laurence　R．　Klein　“The　Keynesian　Revolutioni’　1947．　“A　Text　book　of
　　Econometrics”　1953．
（2）’Klein　‘Theories　of　Effective　Demand　and　EmploymenV，　“The　Journal　of
　　Political　Economy”April　l947．この論文は最近次の書に再録されている。“Marx
　　and　Modern　Economics”ed．　by　David　Horowitz．1968本文中の頁数は後者か
　　らの引用箇所である。
〈3）ハンセンの理論は，ケインズ理論の展開というよりも，むしろ方法論的にはケイン
　　ズに劣るものである。この点について三上隆三rケインズ経済学の構造』P・173を
　　　　　　　　　　　　　　　一1一
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るのは，ケインジアンとしてのクラインが，マルクス経済学への一定の接近
を試みているということである。そのことはとりもなおさずケインズの『一
般理論』それ自体が長期停滞という資本主義経済の諸矛盾の露呈を前にして，
　（4）
理論的限界を暴露したということに他ならないからである。ケインズは1929
邸恐慌後の大量失業という現実を前にして，不完全雇用均衡の「一般理論」を
構築したが，それは決して慢性的大量失業という現実を資本主義経済それ自．
体に内在する矛盾から，従って資本主義的生産様式の経済的運動法則から解
唄されたものではなかった。その限界性が長期停滞の経済理論を構築しよう
とするクラインによって認識されたのであり，クラインのマルクス経済学へ
の接近の背後にあるものはまさにこの認識に他ならないといえるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一5　）
　それではクラインのmarxian　modelによって，ケインズ「一般理論」の
限界性は克服きれたといえるであろうか。解答は否である。結論を幽きに言
えばクラインのmarxian　modelはケインズ「一般理論」をウル・モデルと
するものであり，model　bUildingにおいてマルクスの再隼産表式が部分的に
援用されているにすぎず，ケインズの巨視的短期静態論から，巨視的長期動
態論への展開における1つのアナロジーとして，マルクス経済学の成果の一
部が利用されているということである。それ故，クラインがmarxian　mo－
del　において周期的変動の背後に存する経済の構造的発展を洞察しよケとし
ても，長期停滞とはまきにその構造的発展と関連するのだが，それは当初か
らケインズ「一般理論」の持つ制約性の下にあるといわぎるをえない。ケイ
　　　　　　．
ンズ的誤謬，或いはその限界性の克服なくしては，ケインジアンのマルクス
　　参照。　　　　　　。
（4）　J．　M．　Keynes　“Tbe　General　Theory　of　Employment，　lnterest　and　Money”
　　1936．
（5）塩野谷九十九氏は，いわゆる近代経済学者或いはケインジアンといわれる人々がマ
　　ルクス経済学へ接近しようとしているのは，ケインズ理論は不完全雇用の均衡を短
　　期的な問題として扱かったのに対し，マルクス理論は資本主義経済の長期的発展の
　　動向を問題としていることによるとされている。塩野谷氏自身ケインズ理論が資本
　　主義の発展法則を十分に示していないことを認めておられる。（「完全雇用と資本
　　蓄積」，　『季刊経済思潮』　6　p．25～6）
　　　　　　　　　　　　　　　一　2　一
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経済学への接近も実り少ないものであろう。
　本稿では，クラインのmarxian　mode1の検討によって，それが資本主義
経済の動態分析に際していかに限界性を持たぎるをえないかを見ようとする
ものである。それは岡時にeconometric　modelに対する内在的批判をも意
味していよう。更に，この検討を通して我々自身のmarxian　mode1作成に
おいて存する閾題点が奈辺に存するかを見ようとするものでもある。
2
1　）　Model－building
　既に述べたようにクラインのmarxian　modelは「有効需．要と雇用の諸理
論」と題される論文において示されているが，クラインはその論文の第1，
2節でまず古典派の理論とケインズ理論を検討している。　クラインによって
整理きれた古典派理論は次のような方程式組織で構成きれている。
　　M＝一kpY
　S（i）一1（i）
　　Y－Y（N）
　dY　w　dN　p
　　N・・：・（里p）
　M：現金残高，
所得，S＝貯蓄，
（貨幣数量方程式）
（貯蓄・投資方程式）
（生産関数）
（労働需要）
　このような完全雇用の一般的均衡の古典派理論に対して，
式体系にく貯蓄と投資による利子決定の理論に代えて，
得決定の理論を導入した〉（p．141）が，クラインによれば，それはケインズ
の最大の貢献であるということである。
　クラKンのKeynesian　mode1は次のようなものである。
　　1！Y1．．．L（i）（瀬腿好方程式）
　　　p
　　　　　　　　　　　　　　　－　3　一
（労働供給）
k：流通速度の逆数（所得期間），p：物価水準，　Y：実質
i：利子率，N：雇用量，　w：賃銀率。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケインズは方程
　　　　　　　　　　　　　　　　　貯蓄と投資による所
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　S（Y）＝1（Y）　（貯蓄・投資方程式）
　　　Y＝Y（N）　（生産関数）
　　謡一極　（労働需要）
　　　N一・（9）麟覇醐
　ところがクラインはこのケインズ体系において不完全雇用を説明するた．め
にはN一・（9）に代えて，失業量・賃騨の関係をしめす蹴鱒入すべき
だと主張する。
　　　N鵠労働の潜在的供給量
d　（ii｝）　＝：g　（N－N）
又1
　　薯一・薗一N）
　この修正きれたクラインのKeynesian　modelでは，結局流動性選好方程
式が孤立するので，不完全雇用の説明のためには，純投資が利子率以外の要
因によって阻止されることが説明されねばならなくなる。即ち，クラインが
marxian　modelを構築しようとするのは，ケインズ理論に困難を見いだすか
らであり，ケインズ理論では純投資の減退傾向を説明することが出来ないと
いうことによるのである。それ故，クラインのKeynesian　modelはく次に
なされるべき長期化を予定しての一般化である〉ということも出来よう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　クラインは続いて第3節でmarxian　modelを構築し，そのmode1に依り
ながら第4節で「不況問題」，第5節で「所得の再分配」に論及している。
まずmodel　buildingについてのクラインの見解を検討してみよう。
　クラインがmodel－bUildingにあたって，マルクス理論を評価するのは，利
潤率の傾向的低下の法則であってくマルクスの利潤率低下の理論は，不況聞
題を分析するための最初のそしておそらく最良の用具の1つである〉（p．！54）
（1）早川泰正『経済変動理論への道』p．106～7
　　　　　　　　　　　　　　　－4　一
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ということである。更にマルクスの経済分析においてケインズや古典派との
大きな相異点は採用きれるmacro－unitの内実にある。マルクスは個々人の
行動を研究する代りに階級そのものの行動を研究し，unitとして労働者と資
本家を措定した。この労働者と資本家という利害の相対立する階級をunitと
することによって，マルクスの体系は体制の起動力（moving　force）を明ら
かにすることが出来るとしている。
　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　まずクラインは，マルクス理論の代数式的表現にあたって，定義式（defi一・
nitional　equation）と行動方程式（behaviour　equation）、の関係を問題にし，
それには経済行為（economic　behaviour）のぞ「t動方向を示し得るような，証
明可能な仮説（refutable　hypothesis）を導入しなければならない．ﾆする。
（p　．15B一　6　）
　いまCは不変資本（原料の価値額及び減価償却部分），Vは可変資本（労賃
支払額），Sは剰余価値（利潤，利子，地代の合計）とする時，個人企業の産
出高の総価値はC＋V＋Sとして示される。しかし，クラインはく経済を全
体としてみた時には，2重計算を避けるために，：不変資本は減価償却基金の
価値額として再定義されねばならない〉（p．158）とする。
（2）ケインズが「非臼発的失業」という概念を持っていることは周知の通りである。こ
　　れは労働者は「収入の効用」と「労働の不効用」の差としての余剰快楽の極大を追
　　求しえないということを前提するものである。それ故に利潤の極大を追求する企業
　　者（金利生活者も）の行動原理と労働者の行動原理は形式的には相異するものと想．
　　定されているといえるであろう。即ち，ケインズにおいてもmacro－unitとして行
　　動原理の相違する2種の主体を考えていたといえるのである。しかしケインズは社
　　会を構成する経済主体が行動原理において相異するということを仮定しただけであ
　　つた。その経済主体の行動原理の相異によって経済活動が基本的にどのような方向
　　をとるかということ，従って資本主義的生産様式の本質的特徴を分析しなかった。
　　ケインズは行動原理の異なる2つの経済主体によって社会は構成されているとして
　　いたが，資本主義社会を階級社会として規定し，分析したわけではない。クライン
　　もunitとして労働者と資木家という2大階級を採用しているが，両者が相対立する
　　階級であるということとmodel－buildingは全く切り離されてしまっている。クラ
　　インもケインズと同様に経済主体の行動原理の形式的相異を仮定したにすぎないと
　　いえよう。その点ではクラインはケインズを一歩も出ていないのである。以上につ
　　いては宮崎義一「近代経済学の系譜と現状」11，r講座近代経済学批判』l　p．15C）・
　　参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　一　5　一
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ところで，Cがこのように原材料部分を含まない減価償却基金の価値額と
して再定義されると，近代理論の「国民所得」は次のように示すことができ
る。
C＋V＋S＝総国民所得
V＋S＝純国民所得（純生産物）
ここで消費をR，純投資を1，純国民所得をYとすれば，Yは消費と投資
に分割しえるものであることから次のように示される。
V＋S＝Y
R－t一　1－Y
　　　（3）
但しく諸変数V，S，　Y，　R，1はすべて実数単位，例えば不変弗で測定
される〉（p．159）ものである。ところが方程式の数に対して変数の数が多い
　　　　　　　　　　　　（4）
（3）クラインはマルクスとケインズを次のように比較している。＜マルクスは資本主義
　　体制がどうしてうまくその機能を果さなかったか，そ：してまた機能を果し得なかっ
　　たかの理由を分析したが，これにたいしてケインズが分析しようとしたのは，資本
　　主義体制がうまく機能を果さなかったけれども，うまく機能し得た筈だという理由
　　であった。マルクスが批判し破壊しようと欲したのにたいし，ケインズは弁護し維
　　持しようと望んだのである。2人の学者はともに経済組織を集計的な全体として観
　　し，微視的静学の救いがだい混乱に陥ることはなかったけれども，しかしマルクス
　　とケインズの方法論は重要な点で全く相異していた。……次の2つの命題のあいだ
　　には限りなき相異がある。
　　　「不変資本＋可変資本＋剰余価値額は総生産額の価値に等しい」
　　　「所得に依存する消費＋独立的変数である投資は，国民所得の価値に等しい」
　　　ケインズとマルクスとの主要な関係は，資本の限界効率および利潤率の歴史的な
　　時間的経路につき，彼等がそれぞれどんな構想を抱いているかにあるように思われ
　　る。マルクスによれば，蓄積の結果として可変資本に比し固定資本の量が（資本の
　　有機的構成が）増大するならば，利潤率は押し下げられる。消費によって充たされ
　　ないギャップが残され，かくして資本主義的過程の内部に根本的な矛盾を胚胎す．る
　　にいたるであろう。ここにやり甲斐のある仕事は，……有効需要のマルクス的模型
　　とでもいったものに含まれる諸関係をば，もっと正確に定式化しようと試みること
　　であろう。〉（“The　Keynesian　Rovolution”P．131～2．『ケインズ革命』P．166
　　～8）それがクラインのmarxian　modelであることは言うまでもない。
（4）この点について杉本栄一氏は次のように述べておられる。このクラインの付言はく
　　価格計算から価値計算に移るため〉であって，それは＜『近代経済理論』とマルク
　　ス経済学とを対決するにあたり，注意すべき2つの問題を含んでいること〉を意味
　　している。その1は＜「近代理論』そのものが動態論として発展するためには，何
　　よりもまず異時比較基準を提供すべき価値論を要請している〉ということである。
6
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ので，クラインは定義式における諸変数がいかに決定されるかをみるために
行動方程式を展開する。
　クラインはマルクスに従って消費を労働者の消費と資本家の消費にわけて
検討する。その際，労働者の限界消費性向は，1に非常に近いが1ではない
としている。資本家の個人的消費については，マルクスの拡大再生産表式の
　　　（5）
想定によるならば，両部門ともに剰余価値の関数であるべきだとする。即
ち，マルクスの表式では第1部門の資本家の個人的消費は剰余価値の関数と
みなされ，消費＝青（剰余価値）としているが，理論を終始一貫させるため
には，第皿部門の資本家の個人的消費も同様に剰余価値の関数として表現さ
れねばならない。ところがマルクスの場合，第］1部門においてはく剰余価値
からの消費はむしろ投資と剰余価値との差額として取扱われ，しかも投資は
再生産の円滑な進行を可能ならしめるように計算されている。〉（p．！60）労
働者の場合には，両部門で同一の消費行動が想定されていながら，資本家の
場合にはく消費財を生産するか，生産財を生産するかによって，消費習慣が
異なるものと想定することは合理的ではない〉（p．　160）というのである。
　以上のことからクラインは，マルクスの想定が再生産の正常的経過のため
にとられた方策であるとすれば，即ち，再生産表式において均衡が維持され
るために第豆部門の資本家の個人的消費が調節的役割を果たすということで
あれば，第三部門の資本家の個人的消費を第1部門と同様に剰余価値の関数
とみなすことによって，周期的恐慌を伴う波動をモデルに導入することが可
能になるとしている。更にクラインはもう一歩進んで両部門の区別を取去れ
ば全体系が単純化出来るとして，マルクスの2部門分割の考えを否定してし
　　その2はく価値計算の前提のうえに立てられた再生産表式と価格計算の前提のうえ
　　に立てられた有効需要論とは単純に同一視せらるべきものではなく，その両者の関
　　連をたどるためにはなお中間連鎖の論理を必要とする〉ということである。　（「ケ
　　インズ経済学とマルクス経済学」，rケインズ経済学研究」（ケインズ研究会編）
　　p．216～7．この論文は後にr近代経済学の基本性格」に再録されている。）
（5）クラインは労働者の限界消費性向は現実にはO．8～O．9であるとしている。“Re▽o－
　　lution”P、133　『革命』p．169
　　　　　　　　　　　　　　　－7一
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まう。　（以上P．160）
　かくて，労働者の消費をR1，資本家の消費をR2とすれば，総消費関数R
は次のように示すことが出来る。
　　R1＝α2＋α3V　　　O〈α3＜1
　　R2＝cro＋aiS　O　〈cri〈　1
　∴R＝Rユ＋R2＝（α。＋α1）＋α1S＋α3V
　生産手段に対する需要方程式を導くという閥題は，同時に不変資本に対す’
る資本家の需要に影響を与える変数を確定することでもある。クラインはこ
の場合にも資本家の個人的消費と同様に，資本家の投資支出の行動様式は両
部門で同一であると想定されねばならないとしてマルクスの第1部門の投資
支出が先行するという想定を否定する。
　マルクスの再生産表式では，不変資本の蓄積は次の如く示されている。
　＝不変資：本＝C。＋k。S　　　O＜k＜1
　CGは不変資本の期首の水準であるが，クラインは2重計算を回避するとい
うことから，それは期首の固定資本の減価償却部分のみを意味するとしてい
観　kはく剰余価値のC及びVに投ぜられる比率と総資本蓄積のうち不変資
本によって代表される比率との積である。〉（p．161）従って，クラインはマ
ルなスの不変資本を，既に投下きれている固定資本の消耗部分と新たに蓄積
される部分（純投資）より成るものと解しているのである。そこでは可変資
本の蓄積という概念が完全に脱落している。即ち，蓄積される不変資本，可
変資本を夫々Mc，　Mvとすれば
・一McfMv・M響斎晋
周知の勘マ・レタスの場合・一M－M’Mvであ・・それをクラ・ンはk一晋
におきかえたのである。
　ここでCo＝βo，　k一β1とすれば
　C　＝＝　B，　＋　B，S
　　　　　　　　　　　　　　　－8一
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　ところで，固定資本の減価償却部分は現存の固定資本ストックに依存し，
そのストックは過去の一定期間に獲得された様々の諸要素から成っている。
それ故，P期間前に獲得された固定資本をX－pとすれば，
　C－C（x，x－1，x．．2……）
　線型的近似では
　C一δo＋δix＋δ2x－1＋……
　x－1＋x－2一ト……をt－1期に存在する固定資本ストックZ－1（過去の期の
すべての純投資の累計）で近似させると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　C＝δo＋δ・x＋6’・Z一一i・　Z一一1＝＝　：　1，・
　　　　　　　　　　　　　　　　t＝一1
　ところが総投資xと純投資1との間にx＝1＋Cという関係があるので次の
ようにして投資関数が求められる。
　上式にxを代入すれば
　C＝＝　So＋δ1（1一トC）＋δノ2Z＿1
・C「蓄＋識1＋識・一・
　更にC一β，＋β，Sであるから
Bo＋Bi・一ｻ＋識1・識ム
　かくて
　1驚β2＋β3S＋β，Z＿，　　　β4〈0
　この投資財の需要方程式，投資関数こそ，クラインがマルクス理論から学
びとったものであり，成熟経済分析の大き．な理論的支柱とされるものであ
る。クラインは論文では資本蓄積のモデルへの導入を明確に位置づけていな
いが『ケインズ革命』では次のように自己のモデルがケイ．ンズー般理論から
一歩抜きん出たものであるとしている。＜投資決意を左右する最も重要な，
そして不幸にして無視きれてきた要因の一つは資本蓄積である。この要因は
マルキストの学者たちによって久しく強調きれてきたのであるが，これまで
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ブルジョア経済学の模型のなかに取りいれられたことはなかった。尤も……
投資表において資本存在量が演ずる役割は，利潤極大化にもとつく企業の古
典派理論から論理的に導かれるのである。資本蓄積の投資に与える影響は確
かに経済成熟論者の一派にとって主要な支柱の1つとならねばならないの
に，この理論の支持者たちも批判家たちも，この変数に充分な注意を払うこ
とを怠っている。〉
　　　　　　　　（6）
　次に可変資本Vの大ききを決定する方程式についてみてみよう。マルクス
は剰余価騨畢は一一・　xtであると仮定…が，それは労鵬・欄踊得のう
ちの一定の割合を賃銀として受取ることを意味する。この場合，VとSは次
の関係として示すことが出来る。
　V＝＝7iS
　しかし，　クラインはアメリカでは労働運動の成長という制度的要因などに
よって労働者の取得分が増加傾向にあるとして，上記の関係を次のようにト
レンド修正する。
　V＝＝70＋7iS＋72t
　更にV＋S＝yより，VとS，　VとYの比例がma　一一であることから
　V＝＝：73＋or4Y＋7st
　かくてマルクスの体系は次の方程式群によって再構成されることになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　“marxian　model”　（p．16s）
　R＝ao＋aiS＋a2　V　（1）
　1＝＝　P，＋B，　S＋　B，　Z一，　B，〈O　（2）
　V＝r＞to＋r＞ti　Y＋t＞，2　t　（3）
（6）Klein“Revolution”p．68「革命』P．85～6
（7）クラインは『革命』では（1）～（5）の方程式のみを記し，それに次のように付け加えて
　　いる。＜投資方程式に時の遅れを導入したり，投資を資本存在量の変化率と定義し
　　たりすることも出来る。これらの動学化の結果，体系におけるあらゆる変数の時間
　’的経路を決定することは容易となる。その場合マルクスの利潤率低下の理論は，これ
　　らの動学的模型における利潤率の時間的経路から直接導かれる。〉（“Revolution”
　　p．134『革：命』p．工71）
　　　　　　　　　　　　　　　　一IO一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：再生産表式と「有効需要」論251
　Y－S＋V　（4）　Y－R＋1　（5）　AZ－1　（6）方程式体系は6個の方程式と6個の未知数から成り立っているのでcomp－
leteであり，未知数は一義的に決定出来る。係数αrβ，γは最小自乗法に
よって統計的に確定出来るものである。
　ところでクラインの㏄onometric　modelのうち代表的なものは次のよう
な方程式群で示されている。
　C＝　cro　＋　cr：　（Wl　＋W2）　＋　a2　n＋Ul
　I一βo＋β1π＋β2π＿1＋βiK＿ユ＋u2
　WI＝or，＋7，（Y＋T－W，）＋or2（Y＋T－W2）一i＋or　2t＋u3
　Y＋T　一C＋1＋G
Y，＝＝　Wi　＋W2　＋　rr
　AK＝一1
　内生的変数
　C：消費，1＝純投資，W1：私企業によって支払われる賃銀総額，π：利
潤，K：資本ストック，　Y：純国民所得
　外生的変数
　G：政府支出，t：時間，　W2：政府支払いの賃銀総額，　T：事業税，　u：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L確率変数
　　　（8）
　このmode1が先述のmarxian　modelと異なるのは外生変数と利潤と実質
国民所得にtime－lagが導入されていることだけである。　time一一lagの導入は
景気循環過程における変数聞の関連を明確にするものである。　この点につい
（8）クラインはアメリカ経済の景気循環過程を説明するためにいくつかのmodelを構
　　築した。本文に記したのはその1である。“Economic　Fluctuations　in　the　United
　　States　l921～1941”（1950）その後にもクラインはeconometric　modelを幾つか
　　構築している。“An　Econometric　Model　of　the　V　nited　Statesエ929～19S2”（19
　　s5）　，　“An　Econornetric　Model　of　the　United　Kingdom”　（1961）　e
　　　　　　　　　　　　　　　－u一
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ては後に述べる。
2）純投資の減退傾向と所得の再分配効果
　次にクラインは資本蓄積と共に純投資が減退することを利潤率の低下法則
と結びつけて説明している。
　modelの（2）式は純投資1が利潤Sと資本蓄積量Z＿1という2つの変数に依
存することを示しているがくマルクス理論の重要点は，この2つの変数が次
の関係になければならないということである。利潤に対する依存関係が正
で，資本に対する依存関係が負であるということである。〉（p。170）マルク
スの利潤率の傾向的低下の法則によれば，資本の有機的構成の高度化によっ
て，利潤率は低下するということであるが，有機的構成の高度化＝資本蓄積
量の増大とすれば，それと利潤との間に反比例的関係が存在することにな
る。即ち，資本蓄積量の増大が利潤量を絶対的に増大させるならば，その限
りにおいて投資を大ならしめるが，利潤量を相対的に減少せしめるというこ
とでマイナスの作用を及ぼすということである。
　以上のことをクラインは乗数方程式との関係で示している。Gを純粋の外
生投資とすればケインズ体系の乗数方程式は次のごとく示される。
　Y＋αユY＿ユ＋α2Y＿2＋……＋α。Y＿。一βG　　　　　　　　　（7）
　この方程式に固定資本ストックZ－1を変数として導入すれば
　Y＋aiY－i＋a2Y－2・・・…＋a．Y一，＝Bi　G＋B2　Z一　（8）
　ここで0〈β1〈1，β2＜0であることをクラインはマルクスの利潤率の低
下法則から帰結しているのである。このβ2の値が負であるために，資本の蓄
積量の累増が純投資に対して抑圧的作用をもたらすことになる。更にこの抑，
圧的作用は資本財需要に対してのみではなく，経済全体に浸透するものであ
って，例えばく新しい産業の開発とか，政府投資とかによる刺激的作用は，
この資本蓄積量の抑圧的作用によって打消される〉（p．17Q）ことになる。か・
くてく投資需要方程式に固定資本ストックを導入するのは，利潤率低下の理
論と適合するからである〉：（ibid）が，それは同時…にケインズ理論において『
　　　　　　　　　　　　　　　一12一
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も，資本蓄積を表わす変数を投資表に導入すれば，資本の限界効率の低下を
含んだ理論とすることが出来ることを意味している。〈過去において，経済
学者達はケインズの投資関数をそのような仕方で修正した。　しかし，それは
ただ投資が零であるところの長期理論のためだけであった。　しかし，現実の
世界は投資が零である長期均衡でもなければ，また資本の蓄積量が所与とみ
なされる短期均衡でもない。実際の世界は両極端の中間に存在するのであっ
てmarxian　mod61はその中聞についての理論を代表するものである。〉
（P．　171）
　クラインは資本主義の「長期沈滞」　（secular　stagnation）を既存資本の過
剰蓄積によって説明するために，純投資1の阻止要囚として資本蓄積量Z＿i
Iの抑圧的作用を考えたのである。即ち，クラインはmode1に資本蓄積量を積
極的に導入することによって「有効需要論」と「利潤率の低下法則」　を結び
つけようとしたといえるであろう。
　所得の再分配効果の薄塩は，方程式体系におけるパラメーターの大いさに
関係することとして論じられている。それは要約すれば，賃銀所得の増加は
一方では有効需要の増加を通して投資を刺激し，所得と雇用を増加するが，
他方では利潤を減少させて投資誘因に負の作用を及ぼし，むしろ不完全雇用
が増夫する。それ故，賃銀所得の相対的増加は究極的には経済を拡張するの
：か縮小するのかということであう。これに対してクラインは次のように答え
ている。
　もし労働者の限界消費性向が資本家の限界支出性向　（限界消費性向と限界
投資性向よりなる）よりも大であれば，結果的には利潤から賃銀への所得の
再分配は所得と雇用を増大する。これに対して二つの性向の関係が逆であれ
ば，結果も反対になる。両者の大いさが同一であれば，所得水準への影響は
究極的にはない。　ところがいつれの性向がより大であるかはアフ。リオリに決
’定出来ないから正確な数量的測定が必要となるが，結果は統計方法のいかん
1によって相反するので，一義的に確定することは出来ないということである。
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3）marxian　modelと景気循環論
　クラインはこの論文で圃有の鍛気循環論を展開しているわけではない。．更
に，他の著書でクラインの景気循環論が展開されているかどうかは知りえな
いが，クライン自身marxian　modelはM．　Kal㏄kiの理論と非常に類似して
いる（P．166）としていることや，’econometric　modelの景気循環論への適用
の具体例としてカレッキーのmodelを指示していることなどから，カレッキ
ーの景気変動論を参考にしながらクラインの景気循環論に言及してみよう。
それはクラインのmarxian　mode1の意義と限界を明らかにする一指標でも
ある。
　まずmodelにおける利潤S，純投資1，国民所得Yの決定関係についてみ
てみよう。　これらの諸関係についてクラインはカレッキーほど明確に示して
いるわけではない。それ故ここではカレッキーを必要に応じて参考にしよう。
　まず利潤と投資の関係についてみてみよう。（4），㈲式より
　S＋V＝1＋R，＋R，
　Rl一α2＋α3Vであるが，α2・・＝0，α3－1とすれば（この想定は理論的必然
性のあることは次節で述べる）
　S＝1＋R，　（9）　カレッキーによればこの⑨式は投資と資本家の消費が利潤を規定すること
を意味しているということである。　S→1，R2であるのか，1，　R2→Sで
あるのかということはS，1，R2の項目のうちどれが資本家の決意によって
直接的に決定されるかということによる。　ところが，カレッキーは〈資本家
は，ある期間におけるみずからの消費と投資を前期間より増加させようと決
意することは出来ても，利益を増加させようと決意することは出来ない〉の
で，＜利潤を決定するものは，資本家の投資決意及び消費決意であってその
逆ではない〉としている。クラインのmodelにおいても，（1），（2）式から明ら
　　　　（9）・
（g）M．K：alecki“Theory　of　Economic　Dynamics”（19B4）p．45『経済変動の理論』
　　宮崎義一，伊東光晴訳p．46
　　　　　　　　　　　　　　－14一
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かなように，純投資と資本家の個人的消費は，＜資本家の決意によって直接
的に決定される〉ものと想定きれていることから，純投資と資本家の消費が
利潤を決定すると考えていたと言えるであろう。
　次に所得と利潤の関係についてみてみよう。カレッキーは国民所得は利潤
によって決定されるとしているが，同じことはクラインについて言える。
　（3）式を（4）式に代入すれば（但しYをSにかえる。）
　Y＝　70＋（1　一1一　or，）S十　or2　t　（10）
　⑩式は所得が利潤水準によって決定されることを示している。
　かくて，クラインのmode1では利潤が純投資によって決定され，所得が利
潤によって決定されていることから所得が純投資によって決定されると想定
きれているといえよう。所得と投資の関係茸は次のようなものである。
　（1），（3），（4），（5）の各式から，S，　V，　Rを消去すれば，
　Y－X9’，＋B’，　t＋Bt，1　aD
　　　　　　　ao＋（a2－al）70　　　B’o＝　　　　　1一（cr1－ev171＋a20r1）
　　　　　　　（a2M　ex　1）　or2　　　S’1＝　　　　　1一（cr1－am＋a271）
　　　　　　　　　　1　　　B’，＝　　　　　1一　（cr1一　ex　lor　1＋　cr2r＞t　1）
　（11）式は投資の変動によって所得水準が変動することを意味している。
　更に（2），（3），（4）よりS，Vを消去すれば
　1＝：　cr’o＋atl　Y一　of2　t＋B2　Z－1　a2）
　　a’o＝Bo－13i　70
　　a’i　＝＝　Bo－Bi　r＞ti
　　cr2t　＝Bl　or2
（9）の続き．カレッキーの投資関数はクラインと同様に利潤原理にもとつくものであるが，
　　カレッキーは方程式にtime一一lagを導入することによって，投資→利潤という因果
　　関係を設定している。カレッキー一の利潤と投資の関係式は次のようなものである。
　　恥≒学（Atは資嫁の礫晦肖費）
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ω，吻は一般的には次の関数式で示きる。
Y’±・f（1，’t）
1一　di　（Y，　Z－b　t）
⑪，．働からYを消去すれば
1＝P，，o＋B7・IZ－1＋PM2t
　　　　　cr　’o　＋　a’iB’o
　　x1？mo　＝　　　　　　1－a’IBr2
　　　　　　　P2　　」eml　＝＝
　　　　　　1　一　’cr　’tl，Bt2
　　窟・一回競2
?????
a3）
　かくて（1）～（6）の6個の方程式体系は⑱と（6）の2個の差分・微分混合方程式
体系に還元きれうる。
　1＝　，（3　no　＋B”iZ－1＋，（9　，i2t　（13）
　AZ－1　（6）この⑬と㈲の2つの方程式体系が意味することは純投資の自己運動という
ことである。そのことはカレッキーの景気変動論から容易に推定しえる。
　カレッキーの基本方程式は次のようなものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
・・＋・「無＋・△丑言・＋L・＋・’，
　　・一τ≒（bt＋、皇。）・L一・釜＋τ≒・響
（IG）カレッキーはこの基本方程式から「長期趨勢方程式」と「景気循環方程式」を導出
　　する。　L－yt＝itとすれば
　　・…一、1。y・＋・△差軒ω＋L，・d’t
　　　・・＋・一、至。・・＋・△缶ω
　　yt－i一θの式が「長期趨勢方程式」であり，　it＋θの式が「景気循環方程式」であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。それ故，投資が長期的趨勢線の付近を変動すること．その波動の型は函とμ
　　という係数の関係によって決定されることがいえる。
　　　　　　　　　　　　　　　　一16一
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　　b’一叢，欲一禦
　At：資本家の基礎的消費，　B，：俸給
　a：投資決意率が粗貯蓄の増加関数であることを示す係数，p：投資決意
率が総利潤の変化率の増加関数であることを示す係数，　c：投資決意率が資
本設備ストックの変化率の減少関数であることを示す係数，　s：減価償却部
分，e：0のタKム・ラッグを伴う在庫投資と民間部門の生産量の変化率との
関係を示す比例係数，q：突質資本家消費のうち所得に比例する部分の，所
得にたいする割合，α：賃銀の所得に対する割合を示す係数。
　カレッキーの基本方程式はt＋θ期の粗投資（在庫投資＋固定資本投資）は
t期の粗投資とt一ω期の粗投資の変動率との関数であることを示し，粗投
資の自己運動を説明する方程式である。㈹と（6）の方程式休系とカレッキーの
基本方程式は基本的には同一一であることから，クラインのmodelは純投資
の自己運動を説明するものといえよう。更に，クライン自身景気循環モデル
は，カレッキーの基本方程式と同形の差分・微分混合方程式として賢きると
している。
　参考までに述べておけば，カレッキーは1939年頃には次の2つの方程式休
系で自己回帰的な周期的変動理論を展開している。
Yt＋T　一＝　！（D，）　（9）　a4｝
（9）　M．　Kalecki　“A　Theory　of　the　Business　cycle”，　“Essays　in　the　Theory　of
　　Economic　Fluctuations”　（1939）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　D　　　易髪
　　　　　　　　　　s．多
図においてYとDの方程式はBEFGHの軌道を描いて周期的に変動する。
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　Dt　＝ipe（Yt）　（IS　（19式は投資決定率Dによって所得Yが決定されることを示し，㈲式は投資
誘因を示す方程式である．。Tはtime－lagを示し生産設備の建設幽妙と所得
の消費期間によって決定される。　eは資本設備（蓄積）量が一定であること
を示す。それ故，資本蓄積の増大とともにφは下方にシフトとする。　fは直
線として，φはS字型曲線（カルドアの貯蓄関数と同型）として示される。
この時，（④，（15）の方程式体系は自己回帰運動を描くということである。とこ
ろで，クラインのmodelでaDtと⑫ノの式は（10と㈲と，前者からtを捨象す
れば同型であることがいえる。それ故，クラインの景気循環論はカレッキー
の景気変動論と同型であるといえる。即ち，クラインの景気循環論は純投資
の周期的変動論であり，’そのmodelは純投資の自己運動過程を説明するもの
であるということがいえるのである。
3
1）定義式について
　クラインのmarxian　modelの（3），（4）式は国民所得の各側面を定義したも
のである。国民所得分析においてこの定義式だけで充分か否か，或いは定義
式それ自体に問題がないかということをみてみよう。
　国民所得とはクラインが定義するように社会的総生産物の一部である。そ
れはく総生産物のうち，投下きれて生産中に消費された不変資本を補墳する
価値部分及びこれによって度量される生産物部分を控除してなお残るところ
の価値部分及びこれによって度量される生産物部分〉である。従って，国民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
所得は年労働による一年間の価値生産物であり，価値的には労賃＋利潤に等
しい。かくて，国民所得を形成するのは社会的総生産物のうち生産的労働に
よって新らしく創造された価値部分のみであって，消費された不変資本の価
（1）K・Marx“Das　Kapital”Bd・皿S・894～5「盗本論』第3巻（長谷部文雄訳
　　青木書店版）l184頁。
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値に相当する部分は消費きれた生産手段の補墳に使用され，所得を形成しな
い。それ故，国民所得分析においては所得を形成しない過去労働の生産物
（固定資本部分と原材料部分）は当初から視野に入りえない。そこでは不変
資本の運動が全く無視されている。だが，資本関係を直接的に反映する不変
資本の運動を無視しては社会的総資本の運動は正確に分析しえないであろ
う。クラインは既に述べたように固定資本については投資誘因の決定因とし
てmode1に導入しているが，原材料部分については集計に際して2重計算を
回避するということから　modelでは排除している。クラインの原材料部分
を排除する集計（aggregate）の方法は，社会的総資本の飛動を個別資本の運
動のたんなる連続的集計とみなすというケインズ的集計の方法である。　しか
し，社会的総資本の運動は諸資本の条件づけあい，絡みあいのもとに行なわ
れるのであって，単に個別資本の集計ではない。マルクスの再生産表式では
社会的総資本の運動が分析対象であるということから，2重計算の問題が生
じることなく原材料部分の運動も分析されていることは周知の通りである。
クラインがマルクス理論から摂取すべきことは，この社会的総資本の運動の
分析視角ということであったと思われる。
　ところで，社会的総生産物は，生産，分配，交換，消費の過程を運動す
る。それと同様に国民所得も生産，分配，交換，消費の過程を経由する。　し
かし，国民所得分析で対象とするのはそのすべての過程についてではな’く，
分配と交換の領域である流通過程における運動であり，そこでの姿態変換で
ある。それ故，生産国民所得，分配国民所得，支出国民所得と一般に呼ばれ
ている国民所得の3面も，流通過程における国民所得の姿態変換の夫々の形
態を意味するものである。
　かくて，国民所得の夫々の面は次のように定義される。生産国民所得は生
産局面での国民所得であって，流通過程に入る直前の形態である。それは生
産手段，消費財として創造きれた価値生産物部分である。分配国民所得は労
働者と資本家の収入の総計であり，貨幣形態をとっている。支出国民所得は
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社会的総生産物から補墳にあてるべき生産手段を控除した残りで，全ての消
費財と蓄積部分から成っている。
　クラインのmodelの（4），（5）式は夫々分配国民所得と支出国民所得を定義し
たものであることは明らかである。ところがそこでは生産国民所得が定義さ
れていない。　クラインはその理由について何も述べていないが，恐らく生塵
国民所得が商晶として，即ち素材と価値の両面規定として把握されているの
ではなく，その現実的計測性の困難から価値（貨幣額）としてのみ把握きれ
ていることによるものであろう。勿論，我々とて生産国民所得の現実の計測
が容易であるとは思わない。それが技術的にいかに困難であるかということ
は，ソ連の国民経済バランス表作成に示されるところであり，その計測の方
法についての議論が数多くあることは，いかにその問題が困難であるかを示
している。しかし，生産国民所得の現実における計測の困難性とそれが理論
的にどのように定義されるかということとは区別されねばならない。生塵悶
民所得が理論的に定義され，その運動の態様が解明された上ではじめて現実
の計測の困難性が町明的な問題として課題となりえるのである。理論的必然
性と現実的要請の次元の相異がクラインの場合明確に認識されていない。生
産国民所得が貨幣額としてのみ把握されてしまえば，国民所得の運動はW－
G－Wの姿態変換過程としてではなく，その1部分のG－Wの過程として綾
少化されること．は明白である。
　　　　　　　　　　　　（2）
　国民所得の姿態変換運動は再生産表式を用いて次のように示すことが出来
る。
　基本表式
1）5000C＋1000V＋1000M　・・　7000Wエ（生産手段生産部門）
（2）山田喜志夫民は生産国民所得をたんに価値量としてのみ規定し，素材規定を与えな
　　ければ，労働生産性の上昇に起因する国民所得の増大を説明出来ないとされてい
　　る。　『再生産と国民所得の理論』p．23
　　　尚，生産国民所得の計測が困難であることは野々村一・雄氏がソ連の実例で検討さ
　　れている。　『国民所得と再生産』p．52～88
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皿）1430C＋285V＋285M＝2000W皿　（消費財生産部門）
　上式において第1部門蓄積率を％とすると蓄積配置は次のようになる。
工）5000C＋lOOOV＋500Mk＋417Mc＋83Mv
皿）！430C＋285V＋101Mk十ユ53Mc十31Mv
　この時，夫々の園民所得は次のように示される。
生産国民所得＝（IOOOVi＋1000Mユ）十（285V2＋285M2）
　　　　　　＝＝　2000Wi　＋570W．
分配国民所得＝・　（1000V1　＋　285V2）＋（1000M1＋285M2）
　　　　　　＝1285V＋1285M
支出国民所得＝（417Mci＋153Mc2）＋（1000V1＋285V2＋83Mv1＋36Mv2
　　　　　　　＋500Mk，＋IOIMk2）
　　　　　　＝　570W　，　＋　2000W　，
　　　　　　　　　　　　　　（3）
　かくて，国民所得の姿態変換過程は　Wa（200Wエ＋570W∬）一G（1285V＋
1285M）一Wb（570W：［＋2000W．）であることがわかる。この姿態変換にお
いていくつか注目されることがある。その1つは，分配国民所得は貨幣形態．
をとるが，その貨幣はWaとWbの，生産国民所得と支出国民所得の媒介
的契機として，従って流通手段として機能していることである。その2は生．
産国民所得と支出国民所得では価値的には等しいがその素材構成が変化して一
いるということである。その3は，このWaとWbの素材構成の転換によ
って，次年度の蓄積＝拡大再生産が可能となっているということである。　こ．
れらの特徴点は，国民所得の運動は相対的独自性を持つことを意味してい
る。各局面での国民所得は夫々が独心的に運動するのではなく，その運動し
える範囲は生産国民所得の素材構成によって規定されているということであ
る。表式例で言えば，支出国即〒得の素材構成が570Wエ＋2000W■であるこ．
とは，生産国民所得の素材構成と無関係ではありえないということである。
（3）再生産表式による国民所得の姿態変換の説明については，
　　p．16～23を参照。
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これが国民所得の運動が相対的ということである。ところが，蓄積部分570
の部門間配分は第1部門蓄積率の運動状況によって異なり，社会的総生産物
の部門構成比に相異をもたらす。例えば第1部門蓄積率が45％の時は　（375
Mc，＋195Mc2）であり，60％の時は　（500Mc1＋70Mc2）である。この第工部
門蓄積率の異なる値に対して部門間配分を変化せしむるということを国民所
得の運動が独量的であるというのである。即ち，国民所得の運動は当年度に
拡大可能な追加的生産手段の総額が一定であることから一義的に決定されな
がら，その範囲内で独自性を持つのである。
　ところで，既にみたようにクラインのmodelでは生産国民所得が定義され
ていないが，その必然的結果として国民所得の運動をG－Wに写糊化し，し
かもそれを独立的・自立的過程として把握するにいたる。G－Wは本来商品
流通W－G－Wの一部として意味を持つものであるが，クラインの場合W－
Gに連続するG－Wとしてではなく，それ自体独立した運動過程として理解
されているのである。即ち，支出国民所得の運動が生産国民所得によって規
定されるのではなく，貨幣の運動によって規定されるということであって，
社会の総需要が貨幣需要として自立的に運動するということである。それは
需要偏重の表現であり，注文生産の理論に他ならない。そのことはく資本主
義准会に必然的な無政府生産の事実を無視して，あたかも資本主義社会に
おいても，社会的生産が意識的，計画的であるかのように仮定する〉もの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）であって，資本主義遅生産の現実的動態を把握しえないものである。我々は
このケインズ有効需要論の残津をクラインのmode1では（1），（2）式の行動方程
式が全く無関係に設定されていることに見出す。即ち，国民所得の全運動が
く消費需要Gによる消費財の購入，投資需要Gによる投資財の購入という，
相互に内部に交錯することなき2つの単純なG－Wの無意味な並列に解消〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）されているということである。
（4）宮崎義一，前掲論文p．166
（5）吉村達次『恐慌論の研究』P．64～5
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　更に，生産三民所得における使用価値視点の欠如ということは，投資財需
’要が生産手段生産部門，消費財生産部門においてどの程度生じたかというこ
とを不明確にしている。投資がどの生産部門に向けられるかということは，
社会的総資本の還動に直接影響を与えるものであるが，その間の経緯はクラ
インのmodelでは全く分析きれえないのである。
　かくて，クラインのmode1の定義式における間題点は，生産国民所得を明
確に定義しえないということであり・それは国民所得の運動の正確な把握を
困難にするものであるが，そのことはなによりも国民所得の運動を社会的総
資本の運動の一構成部分として理解きれていないことの結果でもある。　レー
ニンが強調するように，国民所得の問題はそれを社会的総資本の運動からく
独立して提起しているかぎりは絶対に解決されない〉ものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
＜＜appendix＞＞
　国民所得の姿態変換運動において，第1部門蓄積率と資本の有機的構成の
変化が与える影響について調べておこう。
　X1，　X2を生産手段生産部門，消費財生産部門とし，社会的総生産物の価
値をWとすれば，
　X1＝C1＋V1＋Ml
　X，＝＝C2＋V2＋M2
　W＝Xi＋X2
　追加不変資本，追加可変資本，資本家の個人的消費をMc，　Mv，　Mkとし，
夫々の剰余価値に対する比率をα，β，γとすると，
　M－Mc＋Mv＋Mk
笠一・，睾β，睾・
　．’．　cr　＋B＋7　＝＝　1
　資本の有機的構成をh，剰余価値率をmとし，それらは：不変であるとすれ
（6）レーニン「ロシアにおける資本主義の発展」，
　　　　　　　　　　　　　　　一23一
『レーニン全集』第3巻p．41
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熟一h・惚一血（一・）
　∴α窺h・β
　第1部門蓄積率の異なる値に対して，t十1期の社会的総生産物の価値を夫
々W（，．1），Wノ（t．1）とする。　W’rt÷1）に対してはα’，β’，7ノが対応する。
　定義からW（t→1），W！（t＋1）はα，β，α’，β’を用いて書くこと力咄来る。．
W（，．1）＝W（，）＋AW（，）＝Xl（，）＋X2（，）＋AXI（，）＋AX2（，）
　　　一Xi（t）＋X2（t）＋（αユ＋2β1）M1（t）＋（α2÷2β2）M2（t）
Wノ（t4．1）＝W（t）＋△W！（t）＝Xi（t）＋X2（t）＋△X／1（t）＋△X／2（t）
　　　＝Xi（t）＋X2（t）＋（αノ1＋2β’1）M1（t）＋（ex　’2　一1－2β’2）M2（D
W（t＋1）とW’（t＋1）の差を求めると
W（t＋1）一W！（L＋1）＝＝｛（α1＋2β1）M1（t）÷（α2＋2β2）M2（1）｝
　　　　　　　一｛（α11＋2βノ1）Ml（t）＋（αノ2＋2βノ2）M2（t）｝
　　　　　　　　　　　2x　一r　，．．．2
＝＝
@｛（1 ＋fi　T，）cri　Mi（t）＋　（1　＋　h－L一，）a2A42（，）｝
一　｛（i　＋　ik）　cr’iMi（t）　＋　（i　＋　ff2一，）a’2M2（，）｝
　ここでhi－h2＋δとするならば，
w（t＋i）　一w’（t＋i）　＝＝　2：tdkiiiht55　（Mci（t）一　Mc’i（t））　＋2｛tlif｝ih2’　（Mc2（t）一　Mc’2ct））
　　　　　　　＝＝a＋h一，h＋2×6｛（Mc，（，）＋Mc，（，））一（Mcr，（，）tMct，（，））｝
　　　　　　　＋IIE一（ltfi；ts26＋6）（Mc2（，）一Mc，，（，））
　然るに　Mc1＋Mc2－V1＋Mr　C2で，　t期にわいては一定値であるから，
Mc1＋Mc2とMc’1＋Mc’2とは△C（一V1＋Mr　C2）の部門間配分比が異なる
のみで，総額としては同一である。
　かくて
W（t＋i）一W
撃モ煤{i）　＝＝　fii一（T／1－l126＋　6）　（Mc2（t）一　Mc’2（，））
一24一
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1）δ＝0の時W（t＋1）＝W’（t＋1）
2）δ＞0の時Mc2（t）＞Mc’2（、）であればW（、＋1）＞W’（、＋1）
　　　　　　　Mc2（t）〈Mc’2（t）であればW（、＋1）〈W’（t＋1）
3）δ〈0の時Mc2（t）〉であればW（t．1）〈Wノ（t＋1）
　　　　　　　Mc2ω〈Mc’2（oであればW（t＋1）〈W’（亡＋1）
　以上から，両部門の資本構成比率が等しい時にぱ，第1部門蓄積率がどん
な値であっても，次年度の社会的総生産物の価値，従って，匡眠所得総額に．
変化がなく，第1部門の資本構成比率が第皿部門より高い（δ＞0）時には、
第1部門蓄積率の高い方が，次年度の生産拡大が小さいということがわか
る。前者では社会的総生産物の価値額が等しいということであって，その素
材構成の相異，従って部門間開差がある。それ故，この場合第3年度から，
満山部門蓄積率の変動が国民所得総額の相異として現われる。後者の場合，
第工部門蓄積率が大きいということによって，全体としての資本構成比率が
高まるということであり，それに対応して追加可変資本部分が減少するが，
その減少した追加可変資本によって創造きれるはずの剰余価値部分が次年度
に減少するということの結果として，第工部門蓄積率の大きい時に次年度の
生産の拡大が減少することになるのである。
　それ故，国民所得の運動は，素材構成に係わりなく一括して考察されると
すれば，その変化の方向と鋤因を明らかにしえないであろう。
2）行動方程式について
　クラインはω式にわいて消費財需要を規定しているが，その際労働者の限
界消費性向は，O．8～0．9であるとしている。ここでもクラインが理論的必
然性と統計的事実による現実的要請を混同していることがいえる。労働者の
限界消費性向が1であることは，労働者がその賃銀所得のすべてを自己の労．
働力の再生産費に支出してしまうということである。これを理論的にいえば
労働者が次年度も自己の労働力を商品として売る以外に生活手段を手に入れ
ることが出来ないというこQ：であって，労働者を労働者として再生産する物
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質的前提である。そのことによって，資本制的生産様式の基礎的前提である
資本。賃労働関係の再生産が実体的に確保されるのである。即ち，労働者の
限界消費性向を1と想定することは，資本主義社会の経済的運動法則を解明
するための理論的前提であるということである。確かに労働者はいくらかの
貯蓄をしている。　しかしTそのことと理論的前提とは区別きれねばならな
い。更に，社会保障制度が完備するとかいった制度的要因によって蛍働者の
貯蓄は減少するであろう。労働者は将来の生活の不安に対して，現在の労働
力の再生産費を減らしてでも貯蓄しなければならないということが重要なの
である。日本の国民は貯蓄欲が旺盛であるといわれている。それは質素であ
るとかぜい沢を好まないとかということではなく，社会保障制度が極めて不
一卜分であることの現実的表現である。医療制度が完備し，老後に不安がない
とすれば，日本人の貯蓄はそれ程大きくはならないであろう。日本経済の高
度成長を支えた一要因は強蓄積にあるが，そのための資金の一部は独占資本
の怠慢のために旺盛にならざるをえなかった国民の貯蓄から調達されたので
ある。その意味では日本の国民は2重に収奪されていたことになる。
　だが，ここで注意しなければならないのは，クラインが労働者の限界消費
性向が1以下であることに固執するのは，現実的要請のみでなく，資本制生
産の諸困難，諸矛盾は資本家にのみ責任があるのではなく，労働者にも責任
の一端があることを理論化せんがためであるということである。クラインは
『ケインズ革命』で次のように述べている。〈賃銀所得からの限界消費性向
がもし実際において1であるならば，マルクス体系は景気循環および不況の
全責任を資本家に帰せしめることになる。なぜなら資本家こそは，これらの
情況のもとで貯蓄する経済界で唯一の存在だからである。まさに彼等だけ
が，有利な投資の捌け口によっては相殺されないところの貯蓄を生みだす。
しかしながら，賃銀からの限界消費性向が1以下だと考えるならば，貯蓄す
ることの責めは労働者と資本家とに分担される。このように問題を構成した
場合には，資本家は全貯蓄の責任を，完全雇用水準に応ずる投資を怠った責
　　　　　　　　　　　　　　　一26一
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任と一緒に負う必要はない。彼等は，両方の階級すなわち労働者と資本家との
貯蓄を適切に相殺しなかったことにたいしてのみ責めを負うべきである。〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
クラインは不況の責任の一端は労働者にもあるというのである。
　クラインは資本主義社会の経済主体の構成を資本家と労働者の2大階級で
あると仮定した。だがそれは理論的分析の仮定にとどまったのである。その
2大階級の仮定からクラインが導き出した結論は，資本主義社会の円滑な運
営には資本家と労働者の協力が必要であるということである。　クラインは
macro－unitとして，資本家・と労働者を設定することによって，資本主義写生
産方法に内在する諸矛盾の本質的解明に向かうのではなく，諸矛盾の基本的
原因を隠蔽しようとしたのである。
　次に資本家の個人的消費は，剰余価値から蓄積部分（迫加不変資本＋追加
可変資本）を差引いた残余を意味するものであって，資本家の個人的消費が
それ自体独自的に決定されるということではない。それはまさしく資本主義
的生産方法そのことの蓄積における表現である。資本制的生産においては，
その推進動機が利潤追求であるということによって，生産の在り方は，生産
のための生産，蓄積のための蓄積という錯倒的形態一生産が消費に追随する
のではなくて，消費が生産に追随するということ一をとるが，そのことは再
生産表式においては，剰余価値の分割がまず蓄積の大きさによって決定され
ることとして，即ち，蓄積率は独立変数として扱われることとして表示され
ている。従って，クラインがマルクスは資本家の個人的消費を青（剰余価値）
としているから，それは剰余価値の関数と考えるべきだとしていることは，
クラインの誤解である。第1部門資本家の個人的消費は蓄積率が壱であった
その結果として告（剰余価値）として表示されたのであって，資本家の個人
的消費が先見的に決定きれることを意味するものではない。それ故，資本家
の個人的消費は蓄積率の関数とすべきであろう。同様のことは第皿部門の資
本家の個人的消費についても言えることであって，その意味では資本家の消
（7）K：lein，“Revolution”P．134『革命』P．170～1
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費支出に対する行動様式は両部門で相異がないのである。
　この蓄積率を独立変数として扱かうという想定は，生産諸部門間の連関を・
媒介項とすることによって，第1部門蓄積率の先行性として現象する。それ、
故，マルクスの第1部門における蓄積がまず決定され，それに従属するもの
として第皿部門の蓄積が決定されるという想定は，何等マルクスの恣意的な
想定ではなく，再生産表式における特殊資本主義的性格を持つ生産方法の表’
示である。確かに個々の資本家が剰余価値から不変資本に支出するという蓄
積の行動様式には，いかなる部門でも相異がないであろう。　しかし，利潤追
求という推進動機にもとずく個別資本の運動を社会的総資本の運動の視点か
ら把握する時，第1部門の資本家の蓄積が先行的であると想定されねばなら
ないということである。この点は社会的総資本の運動と個別資本の運動の相1
異性を認識しえないクラインにとっては理解の及ばないところであろう。
　クラインにおける社会的総資本の運動視点　（諸資本が条件づけあい，絡み・
合って運動するということ）の欠如ということは，国民所得論における素材
視点の無視，原材料部分の運動の無視ということにみることが出来る。マル
クスが再生産表式において2部門分割を行なったのは，‘ R価値構成として表
示される商品Wノの運動を社会的総資本の運動としてみる時，理論的に要請
されたからに他ならない。社会的総資本の運動において，商品W’の運動自
体が生産手段，労働力（労働者の生活手段）を供給し，資本家の個人的消費：
を可能ならレめることが必要とされるが，それは消費における生産的消費と
個人的消費の区別としてあらわれる。この消費における相異性が生産部門を
生産手段生産部門と消費財生産部門に分割せしめるのである。即ち，商晶の
運動を社会的総資本の運動としてみることの必然的結果として，生産部門が
2部門に分割されねばならないということである。　クラ6ンの2部門分割の
：否定は，まきしく，社会的総資本の運動視点を個別資本の運動視点と区別し
て把握しえないことの表明である。社会的総資本の運動視点が欠如する時，
国民所得分析を完全に果たしえないことは既に述べた通りである。
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　次に②式の投資財需要について考えてみよう。クラインの投資関数はハロ
ッド，　ピックスの加速度原理にもとつくものとは異なりカレッキーと同様に
利潤原理にもとづいている。そこでほ投資財需要は剰余価値と固定資本スト
ックに依存し，圃定資本ストックの係数（β2）が負であることから，純投資
は資本蓄積の進行と共に減少傾向を示すときれている。しかし，既に述べた
ごとく，純投資の大ききは資本家によって独自的に決定きれる性格のもので
ある。生産手段を私的に所有する資本家が自己の全能力を傾注して投資の量
を決定していくということ，そこに資本主義的生産方法の特殊的性格が見い
だされるのである。資本蓄積量の巨大化それ自体は資本家の投資決定態度に
影響を与えるということは想定されうるかもしれないが，少なくとも投資財
需要を決定する主要因とはいえないであろう。
　クラインは利潤率の傾向的低下の法則を資本蓄積量の巨大化による純投資
の減退傾向と同義に考えているが，マルクスの定立した利潤率の傾向的低下
の法則は，かならずしもそのような事態のみを反映するものではなし㌔マル
クスの法則は，資本の蓄積＝拡大再生産の過程で循環的に変動しながら長期
的に利潤率が低下していくということであって，循環局面に限定された法則
ではない。更に，利潤率の低下はかならずしも資本蓄積を減少させるという
ことは出来ないのであって，諸資本間の競争が激化することによって，資本
蓄積が加速度的に増大することもありえるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
3）景気循環論について
　クラインによれば資本主義経済の発展過程は純投資の自己運動という景気
循環過捏であり，設備投資の周期的変動過程ということである。資本制生産
を大きく特徴づけるものは生産が消費を目的として行なわれるのではなく，
（8）吉田義三氏も利潤率の低下は直ちに資本蓄積のブレーキにはなりえず，＜利潤率低
　　下法則の資本蓄積に対する作用についてのマルクスの理論は，それを単純にケイン
　　ズの理論に接木することを許さないもののように思われる〉として，クラインが
　　「利潤率低下法則」と「有効需要論」を結びつけようとした試みを批判されてい
　　る。　（吉田義三「現代経済学の2つの型」，r資本主義一マルクスとケインズ』都
　　留重人編集工．p．72～3）
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生産のための生産，蓄積のための蓄積として行なわれるということである
が，クラインの崇気循環論は，その意味では生産の無制限的拡大傾向という
資本制生産の1側面を反映するものであり，現実の産業循環過程では好況局
面の運動を反映するものである。しかし，現実の資本主義経済の動態過程が
直線的上昇の過程ではなく，恐慌を基三吟局面とする循環的成長の過裡とし
て現象するということは，生産の無制限的拡大傾向そのことのみによって説
明しえないであろう。資本の蓄re　＝拡大再生産の過程で必然的に累積されざ
るをえない資本制生産に内在的な矛盾（生産と消費の矛盾）の現実的動態と
その一挙的解決がメカニカルに解明される必要がある。
　だが，クラインのmodelでは資本制生産における拡大再生産過程を全面的
に適確に把握しえないということは各所で述べた。　ここで要約して言えば，
その1はクラインは国民所得の運動をそれ自体独自的なものと把握してお
り，社会的総資本の運動のr“部分として位置づけていないということであ
る。その2は国民所得の決定機構の問題である。　クラインは投資によって利
潤が規定され，純投資が国民所得を規定するとしている。　しかし，それは拡
大再生産過程における因果関係を転倒きせるものである。資本の蓄積＝拡大
再生産過程では，直接的生産過程の結果である利潤（剰余価値）が資本関係
と搾取率を媒介として規定され，その利潤が資本家の蓄積衝動によって，蓄
積部分と資本家の個人的消費に分割せしめられ，かくて，次年度の拡大再生
産の物質的基礎が確保されるにいたるのである。資本家の蓄積衝動によっ
て，次年度以降の拡大再生産過程は相対的独自的に進行することが出来る
が，そのことは資本主義経済を【勾滑に；或いは均衡的に進行せしめるか否か
は唯，資本家の責任であることを意味するものである。然るに，資本制生産
は資本家をして競争の強制法則に馳り立てるのである。資本主義経済の運動
は資本家の手に委ねられてはいるが，資本家自身はそれを制御しえないとい
うとζうに資本主義的生産関係の限界があるといえよう。　ところで，クライ
ンのmodelでは蓄積率が独立変数と規定されておらず，第1部門蓄積率の先
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行性も想定きれていない。まして，蓄積率の変動状況によって再生産過程が
規定されることも明示されていない。即ち，そこでは特殊資本主義的性格を
持つ生産と蓄積の本質が示されていないということである。特殊資本主義的
性格を有しないmode1から，資本主義経済の動態過程を正確に反映する景気
循環論は形成されるはずがないであろう。
　かくて，資本の蓄積＝拡大再生産の過程，従って，社会的総資本の運動を
全面的に把握しえないというmodelに内在する問題点が，資本主義経済の動
態過程を単に国民所得の規則的正常的波動運動として把握きれるにいたった
大きな理由といえよう。資本制的生産様式の再生産前説の正確な，全面的な
把握なくしては景気循環過程は分析されえないのであり，正しい再生産論を
欠くmode1の理論的脆弱性をクラインのmodelに見ることが出来る。
4
　クラインのmarxian　mode1の持つ意義と限界はこれまでの検討から明ら
かであろう。ここではクラインのmode1が他の人によっていかに評価きれて
いるかを見てみよう。
　かつて，杉本栄一氏がクラインのmodelを高く評価きれ，それはケインズ
経済学とマルクス経済学の間に切磋琢磨すべき共通の場を与えるものであ
り，＜クラインのこの研究は，これを他面からみれば，マルクスの「社会的
欲望の理論」を「近代理論」の武器を利用して完成する1つの方途であると
いってもよい。……クラインの研究はこの意味においてマルクス恐慌理論の
現象論完成への1つの鍵を与えるものであるといってよいであろう〉とされ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
た。杉本氏がクラインを評価きれるのは，　ロビンソン等がマルクスの利潤率
の傾向的低下の法則を否定しているにもかかわらず，クラインの　「マルクス
休系」（marxian　mode1）はそれを肯定的に理解しているのであり，＜生産
力の不均等な発展の法則にしたがって，恐慌のもっとも発展した可能性を明
（1）杉本栄一，前掲論文P．228～9
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らかにし・ている〉ことにある。勿論，杉本氏はクラインのmodelの三界を
　　　　　　（2）
も次のように指摘されている。〈それは，クラインの「マルクス模型」は，
如何なる形において，既存資本の増大が経済発展への重圧となり，生産力の
無制限な増大が，消費力の狭縢な基礎と矛盾するに至るかという事情を，す
なわち生産力の不均等な発展に即して，恐慌のもっとも発展した可能性を明
らかに．レてはいるが，この可能性が「生産の社会的性格と占有の私的性質と
の矛盾」（レーニン）を媒介として如何に現実化されるかという過裡を，明ら
かにしてはいない。〉杉本氏は資本主義の不均等及び不均衡的発展の現象，
　　　　　　　（3）
ことに恐慌の研究において「近代経済理論」の案出した不均衡的分析の武器を
利用することを意図されるものであり，それ自体としては一定の意義のある
ことであり，賛成しえることであるが，クラインのmarxian　modelがその
役割を担うとされることには同意しかねる。既に述べたように，クラインの
modelはケインズ体系をウル・モデルとするために，そこにはケインズ的誤
謬が払拭しえていないという聞題点があり，その意味ではクラインのmodel
は資本主義経済の動態分析に際して大きな限界性を有するのである。資本主
義経済の運動法則を基本的に把握することなくしてく切磋琢磨〉は無意昧で
あろう。更に，杉本氏はクラインのmode1はく恐慌のもっとも発展した可能
性を明らかにしている〉とされるが，それはクラインのmode1が純投資の自
己運動として国民所得の運動をとらえていることから資本主義生産の一側面
を定式化したにすぎないという意味で，妥当な評価とはいえないであろう。
杉本氏がクラインmodelの限界とされたそのことと無関係には「恐慌のもっ
ともi発展した可能性」を解明しえないのであり，クラインのmodelではその
ことが本質的には排斥されているのである。
　塩野谷氏はクラインのmodel　bUildingはケインズ理論の持つ短期理論的
欠陥を補完するような仕方で試みられているとされる。〈クラインがケイン
（2）杉本栄一「有効需要の原理におけるケインズとマルクス」，r一橋論叢』24－3　p．261
（3）同上
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ズの不完全雇用の均衡理論の体系を基礎として，そのうちにマルクスの利潤
率低下の法則をとり入れようとしたのは，完全雇用理論を資本蓄積理論と結
びつけようとしたものに他ならなかったのであって，いいかえれば，不完全
雇用の均衡体系を資本蓄積法則によって補完しようとしたものに他ならな
い。〉かくてクラインの　mode1は塩野谷氏が主張されているようにケィン
（4）
ズ理論の欠陥をマルクス理論によってカバーしょうとしたものということが
出来るであろう。だが，それは同時にケインズ体系をウル・モデルとする限
り，資本主義経済の運動法則を解明しえないということを意味するもあであ
る。クラインのmode1では，ケインズ体系の困難が「動態的」に拡大再生産
されたにすぎない。
　以上の検討から，我々自身のmodel－buildingにおいて基礎とされるべき
理論は，資本主義的生産様式の再生産過程を正確に，全面的に呈示する再生
産論であり，それは基本的にはマルクスの再生産表式によって与えられると
いうことが出来るであろう。周知のごとく，マルクスの再生産表式の研究の
歴史は長く，且つ，その論争も枚挙に暇がない位である。しかしrこれまで
の研究過程において資本制的再生産過程の全機即夜把握を再生産表式に求め
るという点で，それは或る程度意識されながらも，かならずしも満足すべき
成果があったとはいいがたい。更に，最近頓に盛んになってきている産業連
関表利用による現実経済の分析に対して，その批判は唯，再生産表式を理論
的氷魚としてのみ果たしえることを熟慮するならば，我々に対する現実的要
請は，再生産表式そのものの基礎的前提にまで立ち返えっての理論装備であ
ると思われる。
（4）塩野谷九十九，前掲論文p．44～5
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